




Social Security in an Aging Society with a Low Birth Rate 
























9,738 億円となり，全体の 33.1％を占める。前年度の当初予算比で約 4,000 億円（＋2.4％）の










































我が国の一般会計における 2016 年度の歳出をみると，社会保障費は 31 兆 9,738 億円となり，
全体の 33.1％をしめる。次に地方交付税交付金等 4 は 15 兆 2,811 億円（15.8％），債務償還費
13 兆 7,161 億円（14.2％），利払費等が 9 兆 8,961 億円（10.2％）である。その他の費用は，そ
の他が 9 兆 4,690 億円（9.8％），公共事業が 5 兆 9,737 億円（6.2％），文教及び科学振興費は 5





次に 2016 年度一般会計歳入についてみると，一番大きいものは，特例公債 28兆 3,820 億円で
全体の 29.3％を占める。次に多いのは所得税が 17 兆 9,750 億円（18.6％），消費税が 17 兆 1,850
億円（17.8％）であった。次に法人税が 12 兆 2,330 億円（12.6％），その他が 10 兆 2,110 億円
（10.6％），建設国債が 6兆 500 億円（6.3％），その他収入は 4兆 6,585 億円（4.8％）であった。










































次に社会保障給付費の 1970 年代から 2016 年までの推移についてみてみると，図 3のように
なる。1970 年度国民所得額は，61 兆円であり，社会保障給付費総額は 3 兆 5,000 億円であっ
たが，1980 年度国民所得額は，203 兆 9,000 億円，社会保障給付総額は，24 兆 8,000 億円と国
民所得額の伸びよりも社会保障給付費総額が膨大している。1990 年度には，国民所得額 346
兆 9,000 億円となったが，社会給付費総額は，47 兆 4,000 億円となった。2000 年度には，国民
所得額が 352 兆 7,000 億円と最高になり，社会保障給付費総額は 78 兆 3,000 億円，2010 年度
には国民所得がさがり，352兆7,000億円，2016年度の予算ベースでは，国民所得額385兆9,000
億円と少し高くなり，社会保障給付費は 118 兆 3,000 億円と社会保障給付費総額は上昇続け，
特に年金と医療に多くの費用が使われていることがわかる。2016 年度予算ベースでは，国民
所得額 385 兆 9,000 億円，社会保障給付費は，最大の 118 兆 3,000 億円に達した。（図 3参照）
次に社会保障給付費総額の内訳をみると，1970 年度では医療が 2 兆 1,000 億円（58.9％），
年金が 9,000 億円（24.3％），福祉その他が 6,000 億円（16.8％）であったが，1980 年度以降
急速に社会保障給付費の内訳総額が高くなり，1980 年度では，年金は 1970 年度の 10 倍，医






















れたため，福祉その他が社会保障給付費のうち 11 兆 1,000 億円（14.2％）となった。2010 年
度にはその他の福祉がさらに 19 兆 3,000 億円（18.4％）となり，2016 年度の予算ベースでは，







社会福祉費が 13.0％，介護給付費が 9.0％，少子対策費が 6.0％，保健衛生対策費と雇用労済対
策費が1.0％となり，少子化対策は全体の6.0％占めないため世代間の不公平等が問われている。






































年 12 月）の作成と 2009 年度の税制改正 7 であった。

















改革の集中的な検討と国民にオープンな議論として，10 回の会議が開かれ，第 6 回では，「厚
生労働省案」，第 10 回会議では「社会保障改革案」が提示され，5 か月の間で 10 回の集中し
た会議が行われれた。
2011 年 5 月には，「あるべき社会保障にむけて」（民主党社会保障と税の抜本改革調査会）
が開かれ，政府・与党社会保障改革検討本部成案決定会合が行われ，第 1 回が 2011 年 6 月 8
日に開催され，第5回は2011年 6月末までに開催した。そして2011年 6月 30日，「社会保障・



















提出され，8 月に税制抜本改革 2 法，子ども・子育て支援関連 3 法，年金関連 2 法，社会保障






























が重要な課題である。2016 年度（予算ベース）の社会保障給付費は，31 兆 9,738 億円となり，
全体の 33.1％を占め，一般会計歳出から国債費を除いた基礎的財政収支（プライマリーバラン
ス）における社会保障関係費の割合は 43.7％，基礎的財政収支対象経費から地方交付税交付




















 1. 財務省（2015）『平成 28 年度社会保障給関係予算のポイント』。
 2. 後期高齢者医療負担は 1割であるが，通常の被保険者については，3割負担である。
 3. 政府が政府支出や減税や増税を操作し，経済全体の活動規模を望ましい水準へ誘導させ，経済の安定
化を図る財政政策である。
 4. 地方自治体が一定の行政水準を確保するために，国が行う地方財政調整 のことで，財政調整機能と財
政安定化機能の 2つがある。
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